
（注）税率 10％への引上げに合わせて、軽減税率制度が実施されました。

消費税及び地方消費税の税率は、令和元年（2019年）10月１日から10％になりました。（注）

国税庁

　消費税及び地方消費税の中間申告・納付額は、直前の課税期間の確定消費税額を基礎として計算されます。

　このため、税率の引上げ直後において、中間申告額は８％の税率で計算されていることから、確定申告

では、10％の税率により計算された消費税額（年税額）と、８％の税率により計算された中間申告額との差

額を納付する必要があります。

　税率引上げ直前の課税期間と同様の決算内容であった場合でも、確定申告時の納付額が増加しますので、

中間申告が必要な方は特にご注意ください。

【具体例】９月決算法人の申告・納付のイメージ（軽減税率は考慮していません。）

課税事業者の方は、計画的な納税資金のご準備をお願いします！

便利な納付方法は裏面へ
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○ 令和２年（2020年）９月期（税率引上げ後）

消費税

地方

消費税

（仮決算をせず、直前の課税期間と同様の決算内容であったと仮定した場合）

万円 万円 万円

万円

404万円 404万円 404万円

788万円

合 計

○ 年税額 1,600万円
○ 中間申告による納付額 1,200万円

⇒ 400万円×３回＝1,200万円

○ 確定申告による納付額 400万円
⇒ 1,600万円－1,200万円＝400万円

⇒ 2,000万円－1,212万円＝788万円

税率８％

○ 年税額 2,000万円

○ 中間申告による納付額 1,212万円
⇒ 404万円×３回＝1,212万円
※ 地方消費税は引上げ後の税率

（1.7％→2.2％） が適用されます。

○ 確定申告による納付額 788万円

税率10％
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（31年２月末） （元年５月末） （元年８月末）

（２年２月末） （２年５月末） （２年８月末） （２年11月末）

（元年11月末）

中間申告額のほか、あらかじめ、

納付（予納）することもできます。
※ 詳しくは、裏面をご参照ください。

納期限

納期限

確定申告時の納付額の増加に備えて、

計画的な納税資金のご準備を！



簡単・便利なダイレクト納付をご利用ください！

個人事業者の方は、安全・便利な振替納税もご利用いただけます！

任意の中間申告制度

軽減税率制度に関する相談

　インターネットにアクセスできるパソコンをお持ちの方は、金融機関・税務署の窓口での納付に代えて、
国税電子申告・納税システム（e-Tax）を利用した電子納税ができます。
　特にダイレクト納付は、①インターネットバンキングの契約が不要、②電子証明書や IC カードリーダライタ
が不要、③即時又は納付日を指定して納付が可能、といった簡単・便利な電子納税方式となっておりますので、
ぜひご利用ください。
　詳しくは、e-Taxホームページ（www.e-tax.nta.go.jp）をご覧ください。

○　ダイレクト納付を利用した予納

　ダイレクト納付を利用している方であれば、確定申告により納付することが見込まれる金額について、そ
の課税期間中に、あらかじめ納付日や納付金額等を e-Tax に登録しておくことで、登録した納付日に預貯金
口座から振替により納付（予納）することができます。
　納付日や納付金額を複数登録することができますので、定期的に均等額を納付することや、収入に応じて
任意のタイミングで納付することができます。
　利用方法など詳細については、国税庁ホームページにある「国税の納付手続」をご覧ください。

　個人事業者の消費税及び地方消費税や申告所得税及び復興特別所得税は、電子納税や金融機関・税務署の窓口
での納付以外に、金融機関の預貯金口座から引き落としの方法により納付ができる振替納税がご利用になれます。
　振替納税を利用される方は、「預貯金口座振替依頼書兼納付書送付依頼書」（国税庁ホームページからダウ
ンロードすることもできます。）に必要事項を記入・押印の上、税務署又は金融機関に提出してください。

　直前の課税期間の確定消費税額（地方消費税額を含まない年税額）が４８万円以下の事業者（中間申告義
務のない事業者）が、任意の中間申告書を提出する旨の届出書を納税地の所轄税務署長に提出した場合には、
当該届出書を提出した日以後にその末日が最初に到来する６月中間申告対象期間（注）から、自主的に中間申告・
納付することができます。

　　（注）「６月中間申告対象期間」とは、その課税期間開始の日以後６月の期間で、年１回の中間申告の対象となる期間をいいます。

　軽減税率制度に関するご相談は、「消費税軽減税率電話相談センター（軽減コールセンター）」で受け付け
ております。　

　【フリーダイヤル】0120-205-553　【受付時間】9：00～ 17：00（土日祝除く）

　　※令和元年（2019年）９月及び10月につきましては、土曜日も受け付けております。
　軽減税率制度についての詳しい情報は、国税庁ホームページ内の特設サイト「消費税の軽減税率制度につ
いて」をご覧ください。

国税庁ホームページ www.nta.go. jp 国税庁 検索
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【例１】中間申告額のほか、任意の金額を納付（予納）する場合

【例２】定期的に均等額を納付（予納）する場合

万円

消費税

及び

地方消費税

予納
100 100 50万円 万円 万円

○オモテ面の令和２年９月期の事例について、
例えば、中間申告額のほかに、２５０万円の予納　
をしていただくと、確定申告時の消費税及び　
地方消費税額は５３８万円となり、確定申告
時における資金繰りのご負担は軽減されます。


